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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回　　次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決　算　年　月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売 上 高 (千円) 7,572,673 8,892,615 9,419,695 － －

経常利益 (千円) 147,642 257,807 241,457 － －

当期純利益 (千円) 98,572 151,853 133,409 － －

包括利益 (千円) ― 153,505 137,435 － －

純資産額 (千円) 1,424,268 1,546,273 1,652,209 － －

総資産額 (千円) 3,029,405 3,889,807 4,091,362 － －

１株当たり純資産額 (円) 113,037.14 122,720.16 131,127.71 － －

１株当たり当期純利益金額 (円) 7,823.24 12,051.87 10,588.07 － －

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― － － －

自己資本比率 (％) 47.0 39.8 40.4 － －

自己資本利益率 (％) 7.1 10.2 8.3 － －

株価収益率 (倍) 6.5 6.6 6.4 － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 221,357 △ 86,558 684,375 － －

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 12,004 21,249 △ 113,557 － －

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 31,668 △ 31,729 △ 44,717 － －

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 654,634 557,594 1,083,694 － －

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
157 153 153 － －
[ 5] [ 9] [ 9] [－] [－]

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第22期、第23期及び第24期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

３　第25期より連結財務諸表を作成しておりませんので、第25期及び第26期の連結会計年度に係る主要な経営指

標等の推移については記載しておりません。

EDINET提出書類

東京日産コンピュータシステム株式会社(E02966)

有価証券報告書

 2/64



 

(2) 提出会社の経営指標等

 

回　　次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決　算　年　月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売 上 高 (千円) 6,493,332 7,329,360 7,998,741 6,713,177 6,410,889

経常利益 (千円) 170,820 231,214 233,551 217,302 252,527

当期純利益 (千円) 122,380 125,622 118,776 401,433 135,563

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― － － －

資 本 金 (千円) 867,740 867,740 867,740 867,740 867,740

発行済株式総数 (株) 12,600 12,600 12,600 12,600 1,260,000

純資産額 (千円) 1,481,287 1,577,062 1,668,363 2,038,336 2,111,899

総資産額 (千円) 2,984,022 3,760,251 3,948,792 3,477,886 3,912,513

１株当たり純資産額 (円) 117,562.48 125,163.65 132,409.84 1,617.73 1,676.11

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当
額)

(円)
2,500 2,500 3,000 5,000 50

(―) (―) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 (円) 9,712.71 9,970.03 9,426.70 318.60 107.59

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― － ― －

自己資本比率 (％) 49.6 41.9 42.2 58.6 54.0

自己資本利益率 (％) 8.5 8.2 7.3 21.7 6.5

株価収益率 (倍) 5.3 7.9 7.2 3.0 12.4

配当性向 (％) 25.7 25.1 31.8 15.7 46.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 110,537 106,308

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 117,873 △46,809

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △ 58,588 △87,964

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― ― ― 1,144,465 1,115,999

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
115 110 110 118 121
[2] [1] [4] [6]     [5]

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第25期及び第26期の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりませ

ん。

３　第22期、第23期、第24期、第25期及び第26期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

４　第24期までは連結財務諸表を作成しておりますので、第24期までの持分法を適用した場合の投資利益、営業

活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー

並びに現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

５　当社は、平成25年10月１日にて、普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴

い、第25期の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定

しております。
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２ 【沿革】
 

年　月 概　要

昭和57年３月 東京日産自動車販売株式会社が日本アイ・ビー・エム株式会社と特約店の基本契約締結を機に、コ

ンピュータ事業部を発足。(東京都港区)

平成元年３月 東京日産自動車販売株式会社のコンピュータ事業部を分社・独立、東京日産コンピュータシステム

株式会社(略称ＴＣＳ)を設立。(資本金８千万円)

平成３年６月 東京都渋谷区に本社移転。

平成７年７月 東京日産自動車販売株式会社情報システム部を統合してSI事業部を発足し、システム運用管理受託

事業を開始。

平成11年５月 SI事業部、本社へ移転。

平成12年３月 経済産業省システムインテグレーターに認定。

平成13年１月 IBM e-businessパートナーに認定。

コンピュータ用品販売事業を開始。

平成14年３月 経済産業省システムインテグレーターの認定を更新。

平成16年３月 ジャスダック市場に上場。

平成16年５月 ISO9001の認証取得を受ける。

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年３月 ISMS(情報セキュリティマネジメントシステム)の認証取得を受ける。

平成18年３月 株式取得により、人材派遣事業会社である株式会社キャリアセンターを子会社化。

平成18年４月 ISO27001の認証取得を受ける。

平成20年３月 ISO20000の認証取得を受ける。

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)に株

式を上場。

平成22年10月 大阪証券取引所ヘラクレス市場、同取引所ＪＡＳＤＡＱ市場及び同取引所ＮＥＯ市場の各市場の統

合に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)に株式を上場。

平成23年11月 本社を東京都渋谷区東から東京都渋谷区恵比寿に移転。(現本社所在地)

平成24年12月 連結子会社である株式会社キャリアセンターの全株式を譲渡。

平成25年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード）に株

式を上場。

平成25年10月 普通株式１株を100株に株式分割、単元株制度の導入により１単元の株式数を100株に変更。

 トッパンエムアンドアイ株式会社及び兼松エレクトロニクス株式会社との共同出資により、ＩＴ製

品の総合ディストリビューター事業会社、株式会社グロスディーを設立。
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３ 【事業の内容】

当社はソリューションプロバイダー事業を中心とした情報システム関連事業を展開しております。その主たる内

容は、日本アイ・ビー・エム株式会社の機器類、ソフトウェアの販売事業及び機器のキッティング、導入支援、

ネットワークの構築、運用・保守サービス、ヘルプデスク、データセンター等のサービスビジネスを行っておりま

す。

また、当社は親会社である日産東京販売ホールディングス株式会社(平成26年３月31日現在、当社の発行済株式総

数の53.8％を保有)を中心とする企業グループに属しております。同社の企業グループは、自動車関連事業、情報シ

ステム関連事業(当社のみ)、その他の事業を業務とする子会社、関連会社により構成されております。

 

当社の事業系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名　　称 住　所
資本金又は
出　資　金
(千円)

主要な事業
の　内　容

議決権の所有
又は

被所有割合(％)
関 係 内 容

(親会社)      

日産東京販売ホールディング
ス株式会社(注)

東京都

品川区
13,752,067

グループ全体
の統括・運営

被所有 53.8
当社商品(コンピュー
タ機器類等)の販売先

 

(注)　日産東京販売ホールディングス株式会社は、有価証券報告書の提出会社であります。

 

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成26年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

121 [ 5] 39.2 10.7 6,253,472
 

 

事業部門の名称 従業員数(人)

営業部 30 [ 1]

ソリューションサービス部 37 [―]

マネージドサービス部 41 [ 3]

全社(共通) 13 [ 1]

合　計 121 [ 5]
 

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者は除いた就業人員数であり、臨時雇用者数は[　]内に年間の平均人員

を外数で記載しております。

２　臨時雇用者には、派遣社員は除いております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４　当社は、単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数を記載しております。

５　全社(共通)は、経理部、業務部及び総務・ＩＲ部等の管理部門の従業員であります。

 

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、当社の従業員のうち、親会社グループより転籍した９名につきましては、

東京日産グループ労組(全日産販売労働組合)に加盟しております。なお、労使関係は安定しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業　績

当事業年度におけるわが国経済は、欧州経済の脆弱さや中国を始めとした新興国経済の減速影響等により先行き

不透明な状況が続いておりましたが、新政権の経済政策により円安、株価上昇等もあり景気回復への期待は高まり

つつあります。

当社の属するＩＴ業界におきましては、ＩＴベンダー間の激しい競争によるＩＴ商品の低価格化が進む中、タブ

レット端末を中心としたハードウェアは堅調な伸びを示しているものの、システム構築におけるクラウド利用や仮

想化による投資コスト削減に伴う設備投資抑制、ビッグデータ活用による企業競争力への影響等、企業を取り巻く

ＩＴ環境は急激な変化を遂げようとしております。

このような状況のもと、当社は、「最も安心してＩＴインフラを任せられる企業」を企業ビジョンと定め、顧客

価値を創造するため、「顧客を深く理解すること」「最適なＩＴ資源を提供すること」「最新の技術経験を提供す

ること」「最新の製品を提供していくこと」を行動指針とする営業活動を行ってまいりました。サーバー、パソコ

ンといったハードウェアビジネスは鈍化傾向にあるものの、クラウド技術を元にデータセンターを中心としたマ

ネージドサービスの拡大、新規顧客の獲得と伴に、納期状況管理の徹底を図ってまいりました。

この結果、当社の業績は、売上高は6,410百万円(前年同期比302百万円減、4.5％減)、営業利益259百万円(前年同

期比39百万円増、18.1％増)、経常利益252百万円(前年同期比35百万円増、16.2％増)となりました。当期純利益に

つきましては、前期末に計上した税務上の欠損金に伴う繰延税金資産の取崩による税金費用の発生等により、135百

万円(前年同期比265百万円減、66.2％減)となりました。

なお、当社は「情報システム関連事業」の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載を省略しておりま

す。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末に比べ28百万円減少し、1,115

百万円となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により得られた資金は106百万円(前年同期は110百万円の収入)となりました。これは、主に税引前当

期純利益252百万円、減価償却費84百万円及び仕入債務の増加189百万円がありましたが、前払費用の増加129百万

円及び長期前払費用の増加262百万円があったことによるものであります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動により使用した資金は46百万円(前年同期は117百万円の収入)となりました。これは、主に有形固定資

産及び無形固定資産の取得による支出が47百万円あったことによるものであります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動により使用した資金は87百万円(前年同期は58百万円の支出)となりました。これは、配当金の支払に

よる支出62百万円、割賦債務の返済による支出５百万円及びリース債務の返済による支出19百万円があったこと

によるものであります。
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２ 【仕入、受注及び販売の状況】

当社は、生産を行っておりませんので、仕入実績、受注実績及び販売実績を記載しております。

また、当社は、情報システム関連事業を主要な事業内容とする単一セグメントであるため、セグメント別の記載を

省略しております。

(1) 仕入実績

当事業年度における仕入実績は、次のとおりであります。

 

事　業　別　名　称

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

金　額(千円) 前年同期比(％)

ソリューションプロバイダー事業 4,425,975 △2.6

コンピュータ用品販売事業 222,667 △7.8

合　　計 4,648,642 △2.8
 

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注実績

当事業年度における受注実績は、次のとおりであります。

 

事　業　別　名　称

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

受　注　高 受 注 残 高

金　額(千円)
前年同期比
(％)

金　額(千円)
前年同期比
(％)

ソリューションプロバイダー事業 6,338,188 ＋7.7 324,527 ＋104.1

コンピュータ用品販売事業 236,063 △8.4 ― ―

合　　計 6,574,251 ＋7.0 324,527 ＋104.1
 

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績は、次のとおりであります。

 

事　業　別　名　称

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

金　額(千円) 前年同期比(％)

ソリューションプロバイダー事業 6,172,671 △4.3

コンピュータ用品販売事業 236,063 △8.4

手数料収入 2,154 △51.6

合　　計 6,410,889 △4.5
 

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

わが国経済の情勢は、欧州経済の脆弱さや中国を始めとした新興国経済の減速影響等により先行き不透明な状況が

続いておりましたが、新政権の経済政策により円安、株価上昇等もあり景気回復への期待は高まりつつあります。

当社といたしましては、依然として競合先も多く激しい競争状態が続く中、クラウド技術を軸としたマネージド

サービスやビッグデータといった第三世代プラットフォームへの拡大をより一層図ることにより、より付加価値の高

いビジネスを展開してまいります。

このような当社を取り巻く環境及び課題を踏まえ、次のような対応を進めてまいります。

 

(1) 新規顧客の獲得と既存顧客の取引拡大

当社は、競争力のある大規模ＩＴインフラの仮想化統合技術とその実績をもとに、第三世代プラットフォームの

提供を比較的取引規模が小さな既存顧客に行うことにより取引拡大を図ってまいります。また、第三世代プラット

フォーム、特にクラウド技術についての需要は高いと思われ、テレマーケティング活用等により新規顧客の獲得を

図ってまいります。

 

(2) 売上高営業利益率の向上

ハードウェアは低価格化傾向にある中、当社は、第三世代プラットフォームの提供により、ハードウェアビジネ

スからソフトウェア及びサービスビジネスへよりシフトするとともに、業務プロセスの改善による原価低減を図る

ことにより売上高営業利益率の向上に努めてまいります。

 

(3) パートナー企業とのアライアンス

顧客の様々なニーズに対応するため、日本アイ・ビー・エム株式会社との協業関係は引き続き堅持していくこと

はもちろんのこと、卓越したソリューションを持った協力会社とのアライアンスによるシナジー効果を発揮し、積

極的な事業展開を推進してまいります。　

なお、当社は、長期間にわたる共同マーケティングプログラムの活用、マーケティング活動と連携した営業体制

の強化及びプロファイルデータの整備によるマーケティング活動の効率化等を高く評価され、「２０１４　ＩＢ

Ｍ　Ｃｈｏｉｃｅ　Ａｗａｒｄ」において、「２０１４　ＩＢＭチョイス・アワード・マーケティング・エクセレ

ンス」を受賞しました。

 

(4) 顧客満足度の充実

当社は、ＩＴインフラ、ＩＴ技術及びそれらを利用したサービスの提供が、顧客価値創造を実現する手段として

有効であるということを認識し、顧客の理解、顧客のＩＴ運用の理解、顧客の属する業界知識の習得等に努めてお

ります。顧客の期待値、コスト測定、納期遵守等のプロセス管理を強化し、部門連携力を強め、さらなるサービス

品質の向上に取り組むため、毎年、外部機関に「顧客満足度調査」を委託し、顧客要望等を集約し、全社で情報を

共有することにより、その対策を講じ、改善に努めております。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性がある事項には、以下のようなものがあります。ただし、これらはすべてのリスクを網羅したものではなく、記

載された事項以外に予見しがたいリスクも存在し、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発

生した場合の対応に努める所存であります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 特定取引先の依存度について

①　納　入　先

当社の納入先は当事業年度において1,163社であり、その内、取引高上位100社の売上高合計は全体の約86％を

占めております。また、取引高上位100社の売上高合計の内、日産系への売上高合計は31％以上を占めており、業

界の動向及び顧客の投資計画の状況によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

②　仕　入　先

当社の当事業年度における仕入高比率は、ＩＢＭソリューションプロバイダーであることから、日本アイ・

ビー・エム株式会社からの仕入高が全体の25.3％を占めております。取引条件に応じた販売支援プログラムの展

開やＩＢＭ各部門との協業体制の確立等、取引高の維持向上によるメリットはありますが、今後契約条件の変

化、ＩＢＭの事業戦略、ＩＢＭブランド力、技術力、業績動向等が当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

ＩＢＭの事業戦略に伴い、当社はトッパンエムアンドアイ株式会社及び兼松エレクトロニクス株式会社との共

同出資により、ＩＢＭ製品をメインとしたＩＴ製品（ハードウェア及びソフトウェア）の総合ディストリビュー

ター事業会社、株式会社グロスディーの設立に参画いたしました（平成25年10月１日設立）。なお、当事業年度

における同社からの仕入高比率は2.8％であります。

 

(2) 技術革新等への対応について

当社が活動する市場は、急速な技術の進化・変容により、短いライフサイクルを特徴としております。このよう

な状況の中、当社ではＩＢＭがグローバルに展開しております、ＩＢＭ技術者認定制度の取得人数及び件数を増大

させスキルの維持向上を図る等、市場の変化に適時・的確に対応してまいりますが、技術革新に追いつけない場

合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 納入製品の不具合等の可能性について

当社は、案件進捗会議の実施やプロジェクト管理のシステム化等により重大な不具合の発生の防止に努めており

ますが、納入する製品に誤作動・バグ等重要障害が生じた場合、又は当社による導入サポートや導入後の技術サ

ポートにおいて当社に責任のある原因で重大な支障が生じた場合、損害賠償責任の発生や顧客の当社に対する信頼

喪失により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4) 知的財産権、個人情報及び顧客情報について

当社は、現時点において第三者より知的財産権に関する侵害訴訟を提起されたり、侵害の主張を受けてはおりま

せんが、将来的に当社が販売する全てのハードウェア、ソフトウェア及びサービスに関し、第三者より知的財産権

の侵害に関する請求を受けたり、訴訟を提起される可能性がないとは断言できません。訴訟及び請求に対応するこ

とは、それらに十分な理由があるか否かにかかわらず、費用及び時間を費やす結果となる可能性があります。

また、プロジェクト案件によっては当社が個人情報又は顧客情報を秘密情報として顧客より受領することがあり

ます。これら秘密情報として指定された情報は当社の規程に従い管理されますが、何らかの理由により外部へ漏洩

した場合、損害賠償責任の発生、さらには顧客の当社に対する信頼喪失により、当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。
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(5) 競合先について

国内におけるＩＴ業界は、激しい競争状態にあり、大小のシステムインテグレーター、コンピューターメー

カー、ソフトウェアベンダー及びシステム構築に関するコンサルティング会社等が、各々の得意な業務分野やシス

テム技術領域及び経験や実績のある産業分野を中心に事業展開しており、特定の領域でこれらの企業が当社の競合

先となる可能性があります。

 

(6) 人材の確保育成について

当社の成長を実現していくためには、技術、営業、管理において優秀な人材をその規模に応じ最適バランスを

もって配置していく必要があります。新卒採用と中途採用の組み合わせにより優秀な人材を確保、育成していく人

事方針ですが、計画通りに進まなかった場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、パートナー企業との提携により、当社もしくは顧客への支援をする人材を確保し、サービスの維持向上を

目指しておりますが、計画通りに進まなかった場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7) 資金調達と金利の変動

当社の資金調達については、金融機関からの借入に依存しております。現在、金融機関との関係は良好であり、

必要な資金調達に問題はありませんが、将来も引続き必要な資金調達が可能であるという保証はありません。ま

た、将来における金利の上昇が、当社の財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(8) 親会社等との関係について

親会社である日産東京販売ホールディングス株式会社は、当社の議決権の53.8％(平成26年３月31日現在)を所有

しております。当社は同企業グループに対し、コンピュータ機器類の販売等を行っており、従来通りの関係を維持

しております。また、同社との間に金銭等の貸借関係、保証・被保証等はありません。

当社は同企業グループとは、資本的な関係から当社の経営方針等について、一定の影響を及ぼす状況にあります

が、事業の関連性はないため事業活動に対する制約はなく、また親会社の取締役との兼務取締役が存在しないこと

から、人的な関係による制約も受けないため、一定の独立性が確保されていると認識しております。

なお、当社と同企業グループとの取引に関しては以下のとおりであります。

当社の取引高に占める同企業グループとの取引高及び比率は、当事業年度において424百万円、6.6％であり、そ

の多くは親会社である日産東京販売ホールディングス株式会社412百万円、6.4％であります。
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５ 【経営上の重要な契約等】
 

相手先の名称 契　約　書 契 約 内 容 契 約 期 間

日本アイ・ビー・エム株式会社
ＩＢＭビジネス・パートナー

契約書

ＩＢＭの製品及び

サービスを販売又

は提供する条件

平成16年１月１日から

平成17年12月31日まで

(以後２年毎の自動更新)

(注) １

レノボ・ジャパン株式会社 Lenovoリセラー契約書

Lenovoの製品及び

サービスを販売又

は提供する条件

平成17年５月２日から

平成18年12月31日まで

(以後２年毎の自動更新)

(注) １

株式会社グロスディー
グロスディービジネス・パー

トナー契約書

ＩＢＭ製品をメイ

ンとしたＩＴ製品

の販売又は提供す

る条件

平成26年１月１日から

平成26年12月31日まで

(以後１年毎の自動更新)

(注) １
 

(注) １　当事者一方から相手方に対し３ヶ月前の書面による通知により、本契約を解約できることになっておりま

す。

２　有価証券報告書提出日現在において、上記の契約状況に変更はありません。

 

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

 

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計方針については、「第５　経理の状況　１　財務諸表等　(1)

財務諸表　注記事項　重要な会計方針」に記載のとおりであります。

 

(2) 財政状態の分析

①　流動資産

当事業年度末における流動資産の残高は3,035百万円となり、前事業年度末に比べ119百万円増加しておりま

す。これは、主に現金及び預金が28百万円減少、売掛金が29百万円減少及びその他に含まれる未収入金が40百万

円減少しましたが、前払費用が129百万円増加及び商品が83百万円増加したことによるものであります。

②　固定資産

当事業年度末における固定資産の残高は876百万円となり、前事業年度末に比べ315百万円増加しております。

これは、主に繰延税金資産が89百万円減少しましたが、有形固定資産のリース資産が153百万円増加及び長期前払

費用が262百万円増加したことによるものであります。
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③　流動負債

当事業年度末における流動負債の残高は1,392百万円となり、前事業年度末に比べ241百万円増加しておりま

す。これは、主に買掛金が197百万円増加及びリース債務が52百万円増加したことによるものであります。

④　固定負債

当事業年度末における固定負債の残高は408百万円となり、前事業年度末に比べ119百万円増加しております。

これは、主にリース債務が107百万円増加したことによるものであります。

⑤　純資産

当事業年度末における純資産の残高は2,111百万円となり、前事業年度末に比べ73百万円増加しております。こ

れは、主に利益剰余金が72百万円増加したことによるものであります。

なお、自己資本比率は58.6％から54.0％となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの分析

当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ28百万円減少し、1,115百万円となりました。

なお、キャッシュ・フローの状況については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2) キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。

 

(4) 経営成績の分析

①　売上高

データセンターなどのマネージドサービスを中心とした第三世代プラットフォームは順調に推移するものの、

サーバー、パソコンなどのハードウェアを中心とした第二世代プラットフォームは、価格競争や顧客のＩＴ投資

計画に左右され、その結果、当事業年度における売上高は6,410百万円(前年同期比302百万円減、4.5％減)となり

ました。

②　営業利益

第三世代プラットフォームの提供サービスによる収益確保と原価低減により、当事業年度における営業利益は

259百万円(前年同期比39百万円増、18.1％増)となりました。

③　経常利益

営業外収益に３百万円、営業外費用に10百万円を計上した結果、当事業年度における経常利益は252百万円(前

年同期比35百万円増、16.2％増)となりました。

④　当期純利益

前期に連結子会社を売却したことに伴い発生した税務上の欠損金に係る繰延税金費用について、当期において

その取崩を行ったことによる税金費用の発生等により、当事業年度における当期純利益は135百万円(前年同期比

265百万円減、66.2％減)となりました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社は、「最も安心してＩＴインフラを任せられる企業」を企業ビジョンと定めていることから、顧客に最適なＩ

Ｔ資源、最新の技術を提供することを基本方針とし、顧客満足向上のための設備の充実・強化等の投資を行っており

ます。なお、有形固定資産の他、無形固定資産への投資を含めて記載しております。

当事業年度の設備投資総額は218,512千円であります。その主な設備投資は、サーバー機器、ネットワーク機器等

202,074千円の投資を実施いたしました。

また、前事業年度末に計画中であった、シンクライアントの構築については、平成25年７月に完成いたしました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】
(平成26年３月31日現在)

事業所名

(所在地)
事業別名称 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(人)
建　物

工具、器具

及び備品
リース資産 ソフトウェア 合　計

本　社

(東京都渋谷区)

ソリューション

プロバイダー事業
事務所 11,238 8,161 ― 29,287 48,686 100[ 5]

江東事業所

(東京都江東区)

ソリューション

プロバイダー事業
事務所 19,792 76,778 172,144 24,509 293,224 21[―]

 

(注) １　金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の設備はありません。

３　本社、江東事業所の建物は賃借している設備であり、年間賃借料は57,559千円であります。なお、上記帳簿

価額(建物)は、建物付属設備について記載しております。

４　従業員数の[　]は、臨時雇用者数の年間平均人員を外数で記載しております。

５　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社の設備計画については、景気動向、業界動向、投資効率等を総合的に勘案し策定しております。

当事業年度末現在における重要な設備に関する事項は、次のとおりであります。

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 
(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種　　　類 発行可能株式総数(株)

普　通　株　式 5,040,000

計 5,040,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種　類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年６月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　　容

普通株式 1,260,000 1,260,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であり
ます。

計 1,260,000 1,260,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年　月　日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残　高
(千円)

資本準備金
増　減　額
(千円)

資本準備金
残　　　高
(千円)

平成25年10月１日(注) 1,247,400 1,260,000 ― 867,740 ― 447,240
 

(注)　平成25年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、1株につき100株の割合をもって分割いたしました。

 

EDINET提出書類

東京日産コンピュータシステム株式会社(E02966)

有価証券報告書

15/64



 

(6) 【所有者別状況】

 平成26年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団　　体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) ― 2 7 7 2 ― 982 1,000 ―

所有株式数
(単元)

― 55 121 6,913 5 ― 5,503 12,597 300

所有株式数
の割合(％)

― 0.43 0.96 54.87 0.03 ― 43.68 100.00 ―
 

(注)　平成25年10月１付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行い、単元株式数を100株とする単

元株制度を導入しております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住　　所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日産東京販売ホールディングス株式会社 東京都品川区西五反田四丁目32番１号 678,000 53.80

近藤　勤 愛知県岡崎市 23,100 1.83

河田　守弘 千葉県千葉市中央区 23,000 1.82

大橋　祐司 静岡県磐田市 18,700 1.48

重田　康光 東京都港区 16,500 1.30

齊藤　学 東京都練馬区 15,700 1.24

今泉　真一郎 東京都江戸川区 13,100 1.03

乾　学 東京都豊島区 12,100 0.96

大塚　正男 東京都江東区 11,900 0.94

中山　啓二 東京都世田谷区 11,100 0.88

計 ― 823,200 65.33
 

(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　1,259,700 12,597 ―

単元未満株式 普通株式　　　　300 ― ―

発行済株式総数 1,260,000 ― ―

総株主の議決権 ― 12,597 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成26年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 該当事項はありません。
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、継続的かつ安定的な配当を行

うことを基本方針とし、財務体質の強化と将来の事業展開に向けた内部留保の充実を勘案しながら、業績に見合った

利益還元を行っていく所存であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記基本方針に基づき、１株につき50円の普通配当といたします。

内部留保資金につきましては、経営基盤の強化や将来の事業拡大を見据え、社内利用システムの老朽化対策、新技

術に対応するための検証用環境の構築や人材育成への投資を行い、より質の高いサービスの提供に役立てるよう運用

してまいります。

当社は、期末配当として年一回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定機

関は、期末配当については株主総会であります。

また、当社は取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

なお、基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

 

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

平成26年６月19日
定時株主総会決議

63,000 50
 

 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回　次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最　高(円) 60,000 107,900 79,100 98,000
210,000

(注)2　　1,530

最　低(円) 35,000 49,050 60,000 63,000
91,500

(注)2　　1,185
 

(注) １．最高・最低株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年４月１

日から平成22年10月11日までは大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであり、平成22年10月12日

から平成25年７月15日までは大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであり、平成25年７

月16日以降は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。

２．平成25年10月１日付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っており、株式分割権利落

後の株価であります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月　別 平成25年10月 11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月

最　高(円) 1,380 1,370 1,349 1,530 1,430 1,400

最　低(円) 1,185 1,250 1,245 1,390 1,300 1,271
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
 

役　名 職　名 氏　名 生年月日 略　　歴 任　期
所　有
株式数
(株)

取締役社長
(代表取締役)

― 吉　丸　弘二朗 昭和33年12月20日生

昭和56年４月 東京日産自動車販売株式会社入社

(注)３ 7,300

平成11年１月 当社入社

平成14年６月 当社取締役就任

平成16年６月 当社常務取締役就任

平成17年６月 当社専務取締役就任

平成18年４月 株式会社キャリアセンター取締役就

任(非常勤)

平成19年１月 営業部、ヒューマンキャピタル事業

部、ソリューションサービス部担当

平成19年４月 当社代表取締役専務就任

平成21年６月 当社営業本部本部長就任

平成23年６月 当社専務取締役就任

平成25年４月 当社専務取締役サービス本部長就任

平成25年６月 当社代表取締役社長就任(現任)

常務取締役

社長補佐　　
 営業本
部、　サービ
ス本部担当

佐　藤　浩　之 昭和36年３月28日生

昭和59年４月 東京日産自動車販売株式会社入社

(注)３ 2,500

平成11年１月 当社入社

平成16年１月 当社営業部長就任

平成16年６月 当社取締役就任

平成21年４月 株式会社キャリアセンター取締役就

任(非常勤)

平成21年６月 当社営業本部副本部長就任

平成25年４月 当社営業本部長就任

平成25年６月 当社営業本部長　兼サービス本部副

本部長就任

平成25年10月 株式会社グロスディー監査役(非常

勤)(現任)

平成26年４月 当社社長補佐　営業本部、サービス

本部担当就任(現任)

平成26年６月 当社常務取締役就任(現任)

取　締　役
管理本部長
経理部長兼
業務部長

赤　木　正　人 昭和32年２月11日生

昭和55年４月 東京日産自動車販売株式会社入社

(注)３ 5,400

平成11年１月 当社入社

平成17年１月 当社経理部長就任

平成19年４月 当社経理部長 兼業務部長就任

平成23年６月 当社取締役就任(現任)

経理部、業務部、総務・ＩＲ部担当

平成25年４月 当社管理本部長　経理部長兼業務部

長就任(現任)

取　締　役
(非常勤)

― 田　中　秀　和 昭和32年３月８日生

昭和55年４月 東京日産自動車販売株式会社入社

(注)３ 100

平成15年７月 同社人事部長就任

平成21年４月 同社執行役員就任

平成24年２月 同社顧問就任

葵交通株式会社代表取締役社長就任

平成24年４月 東京日産自動車販売株式会社取締役

就任(非常勤)

平成25年６月 当社取締役就任(非常勤)(現任)

平成26年４月 日産プリンス東京販売株式会社常務

取締役就任(現任)
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役　名 職　名 氏　名 生年月日 略　　歴 任　期
所　有
株式数
(株)

取　締　役
(非常勤)

― 北　村　章　彦 昭和18年４月29日生

昭和37年４月 株式会社東京精密入社

(注)３ ―

昭和46年10月 兼松エレクトロニクス株式会社入社

平成13年６月 同社専務取締役就任

平成15年６月 同社代表取締役社長就任

平成25年１月 スリープログループ株式会社社外取

締役就任(現任)

平成26年６月 当社取締役就任(非常勤)(現任)

常勤監査役 ― 小　倉　弘　行 昭和28年10月13日生

昭和52年４月 東京日産自動車販売株式会社入社

(注)４ 900

平成12年６月 同社総務部長就任

平成21年４月 株式会社東日カーライフグループ法

務・広報部長 兼資産管理部長 兼総

務部長就任

平成23年４月 日産東京販売ホールディングス株式

会社法務広報部長就任

平成23年６月 当社常勤監査役就任(現任)

株式会社キャリアセンター監査役就

任(非常勤)

日産プリンス西東京販売株式会社監

査役就任(非常勤)(現任)

監　査　役 ― 松　尾　憲　治 昭和37年５月３日生

平成５年４月 弁護士登録　渡部喬一法律事務所勤

務

(注)５ ―平成14年４月 岡田・松尾法律事務所設立(現任)

平成16年６月 当社監査役就任(現任)

監　査　役 ― 小　川　和　洋 昭和34年４月14日生

昭和63年３月 公認会計士登録

(注)５ ―

平成16年７月 小川和洋会計事務所開業(現任)

平成16年11月 税理士登録

平成17年６月 日本金属株式会社監査役就任

平成20年６月 当社監査役就任(現任)

平成21年６月 日本金属株式会社補欠監査役就任

(現任)

平成22年５月 株式会社プロジェ・ホールディング

ス監査役就任

計 16,200
 

 
(注) １ 取締役北村章彦は、社外取締役であります。

２　常勤監査役小倉弘行、監査役松尾憲治及び小川和洋の３名は、社外監査役であります。

３　平成26年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から１年間であります。

４　平成23年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。

５　平成24年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

 

①  企業統治の体制

当社における、企業統治の体制は、監査役設置会社として、取締役会による迅速な意思決定に対し、３名の監

査役が経営、法律、財務・会計に関するそれぞれの専門性に基づく中立的な監視を実施しており、経営の監視体

制が十分に機能していると判断していることから、現状のガバナンス体制を採用しております。

取締役会は、提出日現在において取締役５名で構成されており、原則として毎月１回以上開催され、重要事項

や業績報告及びその対策について十分に議論して意思決定をしております。また、当社は、営業状況の進捗を検

討する社内会議(ＡＰＳ：アカウントプランニングセッション)を開催しており、取締役参加により営業戦略の決

定を行っております。

監査役会は、提出日現在において常勤監査役１名、非常勤監査役２名の３名で構成されております。取締役会

及び社内の各種会議に積極的に参加し、監査役による経営陣の監視や法令遵守の監視を行っております。

会社法監査と金融商品取引法監査につきましては、会計監査人であるアーク監査法人との間で監査契約を締結

しており、監査を受けております。

当社は、会社法、会社法施行規則及び金融商品取引法に基づき、取締役会において、内部統制システム構築の

基本方針を以下のように定めております。この基本方針に基づき、業務の適正性を確保していくとともに今後も

より効果的な内部統制システムの構築を目指して、常に現状の見直しを行い、継続的な改善を図ってまいりま

す。

イ　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

１　役員及び社員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任及び企業倫理を果たすため、コ

ンプライアンス規程を定め、コンプライアンス委員会を設置する。

２　コンプライアンス委員を任命し、グループ横断的なコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に

努める。

３　役員及び社員に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュアルの作成・配布等を行うことによ

り、コンプライアンスの知識を高め、尊重する意識を醸成する。

４　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況については、コンプライアンス規程にお

いて、反社会的勢力との関係を遮断し、違法・不当な要求を排除することを規定する。社員への周

知、啓蒙については、コンプライアンスマニュアルを作成し、全社員に配布、教育研修等を行うこと

とする。また、反社会的勢力との関係を遮断するため、総務・ＩＲ部では外部専門機関と連携し、反

社会的勢力に関する情報の収集に努める。

ロ　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

重要な意思決定及び報告に関しては、文書の作成、保存及び廃棄に関する文書管理規程に基づき、適正

に管理する。

ハ　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理規程を定め、それに準拠した管理体制の整備を図る。

また、当社を取り巻くリスクを特定した上で、適切なリスク対応を行うとともに、緊急事態が生じた場

合の危機管理対応策を整備する。

コンプライアンス委員会に予防的リスクマネジメントの役割を持たせる。

ニ　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

１　経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に毎年策定される年度計画及び中期経営計画に

基づき各業務執行ラインにおいて目標達成のために活動することとする。

また、経営目標が当初の予定通りに進捗しているか業績報告を通じ定期的に検査を行う。

２　業務執行のマネジメントについては、取締役会規程により定められている事項及びその付議基準に該

当する事項についてはすべて取締役会に付議することを遵守する。

３　日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に基づき権限の委譲が行われ、各レベル

の責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行することとする。
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ホ　当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

１　当社は、業務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための諸施策に加えグループとしての

業務の適正と効率性を確保するために必要な規範・規則を整備する。

２　グループに属する会社間の取引は、法令・会計原則・税法その他の社会規範に照らし適切なものでな

ければならない。

３　代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、それぞれの職務分掌に従い、グループ会社が適切な内

部統制システムの整備を行うよう指導する。

ヘ　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役会がその職務を補助する従業員を置くことを求めた場合には、当該従業員を配置するものとし、

配置にあたっての具体的な内容(組織、人数、その他)については、監査役会と相談し、その意見を十分考

慮して検討する。

なお、提出日現在におきましては、監査役会はその職務を補助すべき従業員を置くことについて求めて

おりません。

ト　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については、監査役会の同意を必要とする。

また、当社の業務執行にかかる役職を兼務せず監査役の指揮命令下で職務を遂行しその評価については

監査役の意見を聴取するものとする。

チ　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

監査役が定期的に役員及び社員から職務執行の状況に応じて、報告を受けることができる体制を整備す

る。報告・情報提供としての主なものは、下記のとおりとする。

・当社の重要な会計方針、基準及びその変更

・業績及び業績見込の発表内容、重要開示書類の内容

・社内稟議書及び監査役から要求された会議議事録の回付の義務付け

リ　その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査が実効的に行われていることを確保するため、監査・経理・総務等の関連部門が監査役の業務の補

助をする。
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ヌ　財務報告の信頼性を確保するための体制

金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制に関する体制を構築するために、「経理規程」等の社

内規程を整備するとともに、「財務報告に係る内部統制の整備及び運用に関する基本方針」を策定し、こ

の方針に基づき内部統制の構築、評価及び報告に関し適切な運営を図ることとする。

提出日現在における、当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制の模式図は次のとおりでありま

す。なお、模式図中の事業部門は、「営業部」「ソリューションサービス部」「マネージドサービス部」「経理

部」「業務部」「総務・ＩＲ部」の６つの部門により構成されております。

 

 

当社のリスク管理体制の整備状況については、内部統制システム構築の基本方針により、リスク管理体制並び

にコンプライアンス体制の充実を図るため、会社が経営リスクに直面したときの対応についてリスク管理規程を

定め、法令遵守をはじめ企業倫理を社内に浸透させ、不祥事の防止を図るためコンプライアンス規程、コンプラ

イアンス体制、コンプライアンスマニュアルを定めており、社員への教育を計画的かつ継続的に実施しておりま

す。

当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外監査役の会社法第423条第１項の責任について、善意かつ重

過失がないときは一定の限度を設ける契約を締結することができる旨を定款に定めており、当社と社外監査役は

任務を怠ったことによる損害賠償責任に関し、法令が規定する額を限度とする旨の責任限定契約を締結しており

ます。また、当社定款において、会社法第427条第１項の規定により、会計監査人との間に、任務を怠ったことに

よる損害賠償責任に関し、法令が規定する額を限度とする旨の契約を締結することができる旨を定めております

が、提出日現在では会計監査人との間で契約を締結しておりません。
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②  内部監査及び監査役監査

内部監査については、社長直轄の内部統制監査担当部門である監査室(２名)が担当しております。監査室と常

勤監査役は、定期的に内部統制監査の方針・計画の打合せを行い、各部署の業務が法令、社内規程等に従い、適

切かつ有効に運用されているかを監査し、その結果を社長に報告するとともに、適切な指導を行い、業務の改善

と経営効率の向上を図っております。

監査役監査については、常勤監査役(１名)は社外監査役であり、また企業法務に精通しており、取締役会をは

じめとする経営に関わる重要な会議に参加することで、経営の適正性を常に検証しております。また、非常勤監

査役(２名)は社外監査役として独立性を確保した立場を活かし、経営監視の実効性を高めております。非常勤監

査役の１名は弁護士であり、主に法的な見地から経営課題に対処し、１名は公認会計士の資格を有し、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有しており、主に財務・会計の見地から経営課題に対処しております。各監査役

は取締役会において各々の専門性を活かし経営監視の強化に努めております。

会計監査については、アーク監査法人と監査契約を結んでおり、会計監査を受けております。業務を執行した

公認会計士及び監査業務に係る補助者については後述の「⑥　会計監査の状況」に記載のとおりであります。当

社監査役は、効率的な監査の実施のため、会計監査人と定期的に会合を持つなど、緊密な連携を保ち、積極的に

意見交換及び情報交換を行っております。会計監査人から監査計画の概要を受領し、財務報告に係る内部統制に

関するリスク評価等について報告を受けるほか、監査重点項目等について説明を受け、意見交換を行っておりま

す。さらに、必要に応じて会計監査人の往査及び監査評価に立ち会うなど、会計監査人に対し監査の実施経過に

ついて適宜報告を求めております。

なお、これらの監査については取締役会等を通じて、取締役及び責任者並びに非常勤監査役に対し、適宜報告

及び意見交換がなされております。
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③  社外取締役及び社外監査役

当社は経営監視機能強化の観点から、社外取締役１名及び社外監査役３名選任し、取締役の業務執行の状況を

客観的な立場から監査が行える体制としております。なお、取締役及び監査役の独立性に関する基準又は方針は

ありませんが、選任にあたってはＩＴ業界での経験、経営者としての幅広い経験、また財務及び会計に関する相

当程度の知見や法律その他会社経営に関する相当程度の知見を有している等を参考としております。

社外取締役の北村章彦氏は、経営者として培った豊富な経営経験をもとに、当社の経営上の重要事項につき、

各種提言、指導をしていただき、当社の経営上の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な役割をはたして頂

くため選任しております。また、株式会社東京証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)に独立役員として届け出ておりま

す。なお、当社と同氏のとの間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

社外監査役の小倉弘行氏は、当社の親会社である日産東京販売ホールディングス株式会社で平成23年５月まで

法務広報部長でありました。その当時の総務・法務の経験により、企業法務に精通していることから社外監査役

(常勤監査役)として選任しております。また、当事業年度において就任後開催の取締役会19回のうち18回に、監

査役会13回のうち12回にそれぞれ出席し、客観的、中立的な立場から、議案審議等に必要な発言を適宜行いまし

た。なお、当社と親会社である日産東京販売ホールディングス株式会社との関係につきましては、「第２ 事業の

状況 ４ 事業等のリスク (8) 親会社等との関係について」に記載のとおりであります。また、同氏は日産プリン

ス西東京販売株式会社の社外監査役を兼任しておりますが、両社との取引は定常的な取引であり、社外監査役個

人が直接利害関係を有するものではありません。なお、当社と同氏との間には、人的関係、資本的関係又は取引

関係その他の利害関係はありません。

社外監査役の松尾憲治氏は、弁護士であり、法的な知見を有していることから、コンプライアンス等その他法

的な課題に対処するにあたり、社外監査役に選任しております。なお、株式会社東京証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市

場)に独立役員として届け出ております。また、当事業年度において開催された取締役会19回のうち18回に、監査

役会13回のうち12回にそれぞれ出席し、弁護士としての見識に基づき、主に法的な見地から、議案審議等に必要

な発言を適宜行いました。なお、当社と同氏との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

はありません。

社外取締役の小川和洋氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計の知見を有していることから、社

外監査役に選任しております。また、当事業年度において開催された取締役会19回のうち19回に、監査役会13回

のうち13回にそれぞれ出席し、公認会計士としての見識に基づき、主に会計的な見地から、議案審議等に必要な

発言を適宜行いました。なお、当社と同氏との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係は

ありません。

社外監査役は、取締役会への出席の他、監査役会において適時監査状況について協議するなど相互連携に努め

ており、情報の収集及び監査の環境の整備に努めております。

なお、これらの協議の内容は常勤監査役を通じ、内部統制監査担当部門である監査室に伝達されております。
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④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(人)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役 38,924 38,924 ― ― ― ５

監査役
(社外監査役を除く。)

― ― ― ― ― ―

社外役員 10,020 10,020 ― ― ― ３
 

 

ロ 提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

 

ニ 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

当社は役員の報酬等の額については、株主総会の決議によって定める旨を定款で定めております。

取締役の報酬限度額は、平成17年６月22日開催の第17回定時株主総会において、年額14,000万円以内と決議

されております。

監査役の報酬限度額は、平成15年６月18日開催の第15回定時株主総会において、年額3,000万円以内と決議さ

れております。

 

⑤  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                       １銘柄

貸借対照表計上額の合計額 35,300千円

 

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

(前事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

(株)インフォメーション
クリエーティブ

50,000 37,400 安定株主対策
 

 

(当事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

(株)インフォメーション
クリエーティブ

50,000 35,300 安定株主対策
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ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

 

前事業年度
(千円)

当事業年度
(千円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 ― 4,000 ― ― ―

非上場株式以外の株式 17,601 21,255 558 ― 13,542
 

 

⑥  会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

三島　徳朗（アーク監査法人)

米倉　礼二（アーク監査法人)

監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　　　　　　　　４名

　公認会計士試験合格者　　　４名

　その他　　　　　　　　　　１名

 

⑦　取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨を定款で定めております。

 

⑧　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。

 

⑨　取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役(取締役であった者を含む。)及び監査役(監査役であった

者を含む。)の会社法第423条第１項の責任について、善意かつ重過失がないときは、取締役会の決議によって、

法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役

及び監査役が職務を遂行するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするためであります。

 

⑩　自己株式の取得の決定機関

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等経営諸施策を機動的に遂行するこ

とを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株

式を取得することができる旨を定款に定めております。
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⑪　中間配当

当社は、中間配当について、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることがで

きる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

⑫　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会特別決議の定足数をより確実に充足できるようにするため、会社法第309条第２項の規定によ

る株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

18,000 ― 16,200 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、監査日数、提出会社の規模・業務の

特性等の要素を勘案し決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の財務諸表に含まれる比較情報については、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成24年９月21日内閣府令第61号)

附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日ま

で)の財務諸表について、アーク監査法人による監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、会計基準等の内容を適切に把握し、財務諸表

等を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同法人等の開催する各種セミ

ナーへの参加及び会計専門書の定期購読を行っております。
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１【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,144,465 1,115,999

  受取手形 ※2  7,413 3,665

  売掛金 ※1  1,350,721 ※1  1,321,017

  商品 21,084 104,458

  仕掛品 4,770 11,710

  貯蔵品 348 194

  前渡金 177,762 186,288

  前払費用 25,784 155,458

  繰延税金資産 134,355 129,306

  その他 49,456 7,630

  貸倒引当金 △137 △132

  流動資産合計 2,916,027 3,035,598

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 71,193 71,587

    減価償却累計額 △34,868 △40,557

    建物（純額） 36,324 31,030

   工具、器具及び備品 258,100 290,150

    減価償却累計額 △180,530 △205,210

    工具、器具及び備品（純額） 77,570 84,939

   リース資産 18,715 189,151

    減価償却累計額 △6,550 △23,403

    リース資産（純額） 12,164 165,747

   建設仮勘定 12,127 5,213

   有形固定資産合計 138,187 286,930

  無形固定資産   

   ソフトウエア 65,664 53,796

   リース資産 9,239 6,396

   無形固定資産合計 74,903 60,193

  投資その他の資産   

   投資有価証券 55,001 60,555

   従業員に対する長期貸付金 7,812 4,174

   破産更生債権等 7 21

   長期前払費用 2,135 264,622

   繰延税金資産 228,306 139,006

   その他 74,433 86,183

   貸倒引当金 △18,928 △24,773

   投資その他の資産合計 348,767 529,790

  固定資産合計 561,859 876,914

 資産合計 3,477,886 3,912,513
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 633,844 831,725

  リース債務 6,860 59,836

  未払金 17,561 4,983

  未払費用 55,831 67,530

  未払法人税等 1,524 28,807

  未払消費税等 32,212 8,088

  前受金 307,063 287,672

  預り金 11,160 10,490

  賞与引当金 85,296 93,450

  流動負債合計 1,151,354 1,392,584

 固定負債   

  リース債務 16,690 123,961

  退職給付引当金 259,113 272,295

  その他 12,390 11,773

  固定負債合計 288,195 408,029

 負債合計 1,439,549 1,800,613

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 867,740 867,740

  資本剰余金   

   資本準備金 447,240 447,240

   資本剰余金合計 447,240 447,240

  利益剰余金   

   利益準備金 12,687 12,687

   その他利益剰余金   

    別途積立金 50,000 350,000

    繰越利益剰余金 651,675 424,238

   利益剰余金合計 714,362 786,926

  株主資本合計 2,029,342 2,101,906

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 8,993 9,993

  評価・換算差額等合計 8,993 9,993

 純資産合計 2,038,336 2,111,899

負債純資産合計 3,477,886 3,912,513
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高   

 ソリューションプロバイダー事業売上高 6,451,127 6,172,671

 コンピュータ用品販売事業売上高 257,600 236,063

 手数料収入 4,450 2,154

 売上高合計 ※1  6,713,177 ※1  6,410,889

売上原価   

 ソリューションプロバイダー事業原価 5,516,357 5,167,513

 コンピュータ用品販売事業原価 241,773 222,667

 売上原価合計 5,758,130 5,390,180

売上総利益 955,047 1,020,708

販売費及び一般管理費 ※2  735,455 ※2  761,471

営業利益 219,591 259,237

営業外収益   

 受取利息 472 460

 受取配当金 1,677 1,758

 保険配当金 79 531

 還付加算金 － 727

 貸倒引当金戻入額 50 －

 その他 228 66

 営業外収益合計 2,509 3,544

営業外費用   

 支払利息 2,341 3,602

 解約精算金 2,457 －

 貸倒引当金繰入額 － 5,821

 その他 － 829

 営業外費用合計 4,798 10,253

経常利益 217,302 252,527

特別利益   

 関係会社株式売却益 3,837 －

 特別利益合計 3,837 －

特別損失   

 固定資産除却損 ※3  789 ※3  314

 特別損失合計 789 314

税引前当期純利益 220,350 252,213

法人税、住民税及び事業税 1,840 22,855

法人税等調整額 △182,923 93,795

法人税等合計 △181,083 116,650

当期純利益 401,433 135,563
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【売上原価明細書】

ソリューションプロバイダー事業

 

  
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

区　　分
注記
番号

金　額(千円)
構成比
(％)

金　額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　労務費 ※２ 578,861 68.8 594,898 67.6

Ⅱ　経　費 ※３ 262,919 31.2 284,652 32.4

　　当期総製造費用  841,781 100.0 879,551 100.0

　　期首商品たな卸高  210,409  21,084  

　　期首仕掛品たな卸高  2,800  4,770  

　　当期商品仕入高  4,542,803  4,425,975  

小　計  5,597,794  5,331,382  

　　他勘定振替高 ※４ 55,582  47,699  

　　期末商品たな卸高  21,084  104,458  

　　期末仕掛品たな卸高  4,770  11,710  

　　ソリューション
　　プロバイダー事業売上原価

 5,516,357  5,167,513  

      
 

(注)　主な内訳は次のとおりであります。
 

前事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

１　原価計算の方法

原価計算の方法は、プロジェクト別個別原価計算

であります。

１　原価計算の方法

同　　左

※２　労務費の主な内訳は、次のとおりであります。

給与手当 398,283千円

賞与引当金繰入額 46,124千円

法定福利費 68,043千円
 

※２　労務費の主な内訳は、次のとおりであります。

給与手当 403,055千円

賞与引当金繰入額 54,588千円

法定福利費 70,881千円
 

※３　経費の主な内訳は、次のとおりであります。

外注費 53,945千円

賃借料 57,779千円

減価償却費 49,541千円
 

※３　経費の主な内訳は、次のとおりであります。

外注費 54,863千円

賃借料 59,962千円

減価償却費 61,120千円
 

※４　他勘定振替高の主な内訳は、次のとおりでありま

す。

有形固定資産 33,399千円
 

※４　他勘定振替高の主な内訳は、次のとおりでありま

す。

有形固定資産 21,885千円
 

 

 

EDINET提出書類

東京日産コンピュータシステム株式会社(E02966)

有価証券報告書

33/64



 

コンピュータ用品販売事業

 

  
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

区　　分
注記
番号

金　額(千円)
構成比
(％)

金　額(千円)
構成比
(％)

期首商品たな卸高  222 0.1 ― ―

当期商品仕入高  241,551 99.9 222,667 100.0

小　計  241,773 100.0 222,667 100.0

 
他勘定振替高

 ―  ―  

期末商品たな卸高  ―  234  

コンピュータ用品販売事業
売上原価

 241,773  222,667  
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年４月１日　至 平成25年３月31日)

（単位：千円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 867,740 447,240 12,687 23 50,000 288,018

当期変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △37,800

当期純利益 　 　 　 　 　 401,433

特別償却準備金

の取崩
　 　 　 △23 　 23

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － － △23 － 363,657

当期末残高 867,740 447,240 12,687 － 50,000 651,675
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計利益剰余金合計

当期首残高 350,729 1,665,709 2,654 2,654 1,668,363

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 △37,800 △37,800 　 　 △37,800

当期純利益 401,433 401,433 　 　 401,433

特別償却準備金

の取崩
－ － 　 　 －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 6,338 6,338 6,338

当期変動額合計 363,633 363,633 6,338 6,338 369,972

当期末残高 714,362 2,029,342 8,993 8,993 2,038,336
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 当事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

（単位：千円）　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
　その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 867,740 447,240 12,687 50,000 651,675

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △63,000

当期純利益 　 　 　 　 135,563

別途積立金の積立 　 　 　 300,000 △300,000

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － － 300,000 △227,436

当期末残高 867,740 447,240 12,687 350,000 424,238
 

 
 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計利益剰余金合計

当期首残高 714,362 2,029,342 8,993 8,993 2,038,336

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 △63,000 △63,000 　 　 △63,000

当期純利益 135,563 135,563 　 　 135,563

別途積立金の積立 － － 　 　 －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 999 999 999

当期変動額合計 72,563 72,563 999 999 73,563

当期末残高 786,926 2,101,906 9,993 9,993 2,111,899
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④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 220,350 252,213

 減価償却費 71,765 84,165

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △50 5,839

 賞与引当金の増減額（△は減少） 7,296 8,154

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,220 13,181

 有形固定資産除却損 789 314

 関係会社株式売却損益（△は益） △3,837 －

 受取利息及び受取配当金 △2,150 △2,219

 支払利息 2,341 3,602

 売上債権の増減額（△は増加） 453,692 14,048

 たな卸資産の増減額（△は増加） 187,566 △90,158

 仕入債務の増減額（△は減少） △729,217 189,354

 前払費用の増減額（△は増加） △4,213 △129,674

 長期前払費用の増減額（△は増加） △2,135 △262,486

 その他 △17,084 △5,257

 小計 198,332 81,075

 利息及び配当金の受取額 2,150 2,219

 利息の支払額 △2,341 △3,602

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △87,603 26,615

 営業活動によるキャッシュ・フロー 110,537 106,308

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △60,360 △34,703

 無形固定資産の取得による支出 △7,078 △12,959

 投資有価証券の取得による支出 － △4,000

 関係会社株式の売却による収入 184,000 －

 敷金の回収による収入 48 －

 その他 1,264 4,853

 投資活動によるキャッシュ・フロー 117,873 △46,809

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △38,028 △62,929

 割賦債務の返済による支出 △14,019 △5,460

 リース債務の返済による支出 △6,540 △19,574

 財務活動によるキャッシュ・フロー △58,588 △87,964

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 169,822 △28,465

現金及び現金同等物の期首残高 974,642 1,144,465

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,144,465 ※1  1,115,999
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

     時価のあるもの

期末日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

(1) 商 品

個別法による原価法

(2) 仕掛品

個別法による原価法

 

３．固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３～15年

工具、器具及び備品　　３～15年

 (2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しており

ます。

 (3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用

均等償却によっております。

なお、主な償却期間は３年であります。

 

４．引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 (2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額に基づき計上しております。

 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を

用いた簡便法を適用しております。

 

EDINET提出書類

東京日産コンピュータシステム株式会社(E02966)

有価証券報告書

38/64



 

５．収益及び費用の計上基準

ソフトウェアの受託開発契約に係る売上高及び売上原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受託開発契約については工事進行基準(工事の進

捗率の見積りは原価比例法)を適用し、その他の受託開発契約については工事完成基準を適用しております。

 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項　

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(表示方法の変更)

　

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第121条に定める第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を

省略しております。

 
(貸借対照表関係)

１．前事業年度において、独立掲記しておりました流動資産の「未収入金」は、金額的重要性が乏しくなったた

め、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度

の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、流動資産に表示していた「未収入金」45,771千円、「その他」

3,684千円は、「その他」49,456千円として組み替えております。

なお、当該変更は、財務諸表等規則第19条に基づくものであります。

 
２．前事業年度において、独立掲記しておりました固定資産の「敷金」「ゴルフ会員権」は、金額的重要性が乏し

くなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、

前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、固定資産に表示していた「敷金」46,433千円、「ゴルフ会員

権」28,000千円は、「その他」74,433千円として組み替えております。

なお、当該変更は、財務諸表等規則第19条に基づくものであります。

 
(キャッシュ・フロー計算書)

前事業年度において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めていた「前払費用の増減額（△

は増加）」及び「長期前払費用の増減額（△は増加）」は金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記

することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っておりま

す。

この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に表示していた△23,432千円は、「前払費用の増減額（△は増加）」△4,213千円、「長期前払費用の増減

額（△は増加）」△2,135千円、「その他」△17,084千円として組み替えております。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債

     各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

売掛金 52,656千円 56,026千円
 

 

※２ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、前事業年度末日残高に含まれて

おります。

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

受取手形 552千円 ―千円
 

 

(損益計算書関係)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

売上高 434,145千円 412,568千円
 

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

販売諸掛費 63,205千円 59,630千円

給与手当 297,397千円 305,416千円

賞与 36,286千円 35,956千円

賞与引当金繰入額 39,172千円 38,862千円

退職給付費用 14,188千円 15,547千円

法定福利費 50,071千円 51,173千円

減価償却費 22,224千円 23,044千円

賃借料 32,729千円 39,773千円

旅費交通費 49,257千円 50,847千円

おおよその割合   

 販売費 48％ 45％

 一般管理費 52％ 55％
 

 

※３　有形固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

工具、器具及び備品 789千円 314千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増　加 減　少 当事業年度末

普通株式(株) 12,600 ― ― 12,600
 

 

 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月21日
定時株主総会

普通株式 37,800 3,000 平成24年３月31日 平成24年６月22日
 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決　議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 63,000 5,000 平成25年３月31日 平成25年６月21日
 

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増　加 減　少 当事業年度末

普通株式(株) 12,600 1,247,400 ― 1,260,000
 

(注) 発行株式総数の増加1,247,400株は、平成25年10月１日付で１株につき100株の割合で株式分割を行ったことによ

るものであります。

 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月20日
定時株主総会

普通株式 63,000 5,000 平成25年３月31日 平成25年６月21日
 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決　議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 63,000 50 平成26年３月31日 平成26年６月20日
 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。
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前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

現金及び預金 1,144,465千円 1,115,999千円

現金及び現金同等物 1,144,465千円 1,115,999千円
 

 

２　重要な非資金取引の内容

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

リース資産 ―千円 170,436千円

リース債務 ―千円 179,820千円
 

 

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

・有形固定資産 主として、顧客向けホスティングサーバー(工具、器具及び備品)であります。

・無形固定資産 主として、顧客向けホスティングサーバーソフト(ソフトウェア)であります。

②  リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しておりま

す。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また投資有価証券は、業務上の関係を有する

企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払費用は、１年以内の支払期日であります。ファイナンス・リース取引に係るリー

ス債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で３年後でありま

す。借入金は、主に短期的な運転資金の調達によるもので、月内に借入を行い、月末までには返済を行うこととし

ております。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っており、取引先ごとの期日管理及

び残高管理を行っております。

②  市場リスクの管理

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

資金調達に関しては、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リス

クを管理しております。なお、平成26年３月31日現在、借入金残高はありません。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注２)を参照ください。)。

 

前事業年度(平成25年３月31日)

 

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,144,465 1,144,465 ―

(2) 売掛金 1,350,721 1,350,721 ―

(3) 投資有価証券    

その他有価証券 55,001 55,001 ―

資産計 2,550,188 2,550,188 ―

(1) 買掛金 633,844 633,844 ―

(2) 未払費用 55,831 55,831 ―

(3) リース債務 (※) 23,551 23,551 ―

負債計 713,227 713,227 ―
 

(※) 流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示しております。
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当事業年度(平成26年３月31日)

 

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,115,999 1,115,999 ―

(2) 売掛金 1,321,017 1,321,017 ―

(3) 投資有価証券    

その他有価証券 56,555 56,555 ―

資産計 2,493,572 2,493,572 ―

(1) 買掛金 831,725 831,725 ―

(2) 未払費用 67,530 67,530 ―

(3) リース債務 (※) 183,797 182,899 △898

負債計 1,083,053 1,082,155 △898
 

(※) 流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示しております。

 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(3) 投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、有価証券はその他有価証券として保有しており、有価証券に関する注記事項については、「有価証券関

係」を参照ください。

 

負　債

(1) 買掛金、並びに(2) 未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(3) リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

なお、前事業年度においては、同様の方法により現在価値を算定した結果、時価は帳簿価額とほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

 

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額
 (単位：千円)

区分 平成26年３月31日

非上場株式 4,000
 

 

(注３)金銭債権の決算日後の償還予定額

 

前事業年度(平成25年３月31日)
 

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,144,465 ― ― ―

売掛金 1,349,739 981 ― ―

合計 2,494,205 981 ― ―
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当事業年度(平成26年３月31日)
 

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,115,999 ― ― ―

売掛金 1,321,007 9 ― ―

合計 2,437,007 9 ― ―
 

 

(注４)リース債務の決算日後の返済予定額

 

前事業年度(平成25年３月31日)
 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

リース債務 6,860 7,196 7,549 1,944 ― ―

合計 6,860 7,196 7,549 1,944 ― ―
 

 

当事業年度(平成26年３月31日)
 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

リース債務 59,836 63,185 60,775 ― ― ―

合計 59,836 63,185 60,775 ― ― ―
 

 

(表示方法の変更)

前事業年度において、表示していた「未収入金」は重要性が乏しくなったため、当事業年度においては記載を省略

しております。なお、前事業年度の「未収入金」は45,771千円であります。
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(有価証券関係)

 

１．子会社株式及び関連会社株式

前事業年度(平成25年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

２．その他有価証券

前事業年度(平成25年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

  株式 53,557 39,341 14,216

小計 53,557 39,341 14,216

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

  株式 1,444 1,686 △242

小計 1,444 1,686 △242

合計 55,001 41,028 13,973
 

 

当事業年度(平成26年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

  株式 55,092 39,341 15,751

小計 55,092 39,341 15,751

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

  株式 1,462 1,686 △224

小計 1,462 1,686 △224

合計 56,555 41,028 15,527
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(退職給付関係)

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

 
１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出型年金制度及び退職一時金制度を設けております。

 

２．退職給付債務に関する事項

　（単位：千円）

 
前事業年度

(平成25年３月31日)

イ．退職給付債務 △259,113

ロ．退職給付引当金 △259,113
 

(注) 退職給付債務の算定は、簡便法を採用しております。

 

３．退職給付費用に関する事項

　（単位：千円）

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

イ．勤務費用 23,666

ロ．確定拠出型年金掛金 8,527

ハ．退職給付費用（イ＋ロ） 32,193
 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

簡便法を採用しているため、該当事項はありません。

 
当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

 

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採用しております。

退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給し

ております。

なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

　

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 259,113 千円

退職給付費用 25,139 〃

退職給付の支払額 △11,957 〃

退職給付引当金の期末残高 272,295 〃
 

　

(2) 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立型制度の退職給付債務 272,295 千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 272,295 〃

   
退職給付引当金 272,295 〃

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 272,295 〃
 

　

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 25,139 千円
 

　

３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、8,563千円でありました。

 
(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

(繰延税金資産)   

　① 流動資産   

賞与引当金 32,421千円 33,305千円

未払事業税否認 ―千円 3,381千円

税務上の繰越欠損金 95,208千円 84,566千円

そ　の　他 8,403千円 8,053千円

繰延税金負債(流動)との相殺 △ 1,677千円 ―千円

繰延税金資産(流動)合計 134,355千円 129,306千円

   

　② 固定資産   

退職給付引当金 83,026千円 87,558千円

貸倒引当金 6,746千円 8,826千円

税務上の繰越欠損金 108,045千円 34,964千円

固定資産除却損 35,898千円 18,830千円

そ　の　他 12,860千円 9,729千円

　小　計 246,576千円 159,909千円

評価性引当額 △13,289千円 △15,369千円

繰延税金負債(固定)との相殺 △ 4,980千円 △5,533千円

繰延税金資産(固定)合計 228,306千円 139,006千円

　繰延税金資産合計 362,661千円 268,312千円

(繰延税金負債)   

　① 流動負債   

未収事業税 △ 1,677千円 ―千円

繰延税金資産(流動)との相殺 1,677千円 ―千円

　繰延税金負債(流動)合計 ―千円 ―千円

　② 固定負債   

その他有価証券評価差額金  △ 4,980千円 △5,533千円

繰延税金資産(固定)との相殺 4,980千円 5,533千円

　繰延税金負債(固定)合計 ―千円 ―千円

　繰延税金負債合計 ―千円 ―千円
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

法定実効税率 38.0％ 38.0％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3％ 1.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△0.1％ △0.1％

住民税均等割等 1.2％ 1.1％

評価性引当額 △114.6％ 0.8％

復興特別法人税分の税率差異 △7.4％ 4.9％

その他 △0.6％ 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △82.2％ 46.3％
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日

以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一

時差異について、前事業年度の38.0％から35.6％に変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が12,284千円減少し、当事業年度に計上され

た法人税等調整額が12,284千円増加しております。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

 

前事業年度(平成25年３月31日)

 

当社は、本社オフィス及び事業所の不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務

を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社等を移転する予定もない

ことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上

しておりません。

 

当事業年度(平成26年３月31日)

 

当社は、本社オフィス及び事業所の不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務

を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社等を移転する予定もない

ことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上

しておりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、情報システム関連事業を主要な事業内容とする単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

(単位:千円)

 ハードウェア ソフトウェア サービス
コンピュータ
用品

その他 合計

外部顧客への
売上高

2,124,248 1,180,614 3,146,264 257,600 4,450 6,713,177
 

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

(単位:千円)

 ハードウェア ソフトウェア サービス
コンピュータ
用品

その他 合計

外部顧客への
売上高

1,997,512 1,102,076 3,073,083 236,063 2,154 6,410,889
 

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

当社は、関連会社及び開示対象特別目的会社を有していないため、該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

当社は、関連会社及び開示対象特別目的会社を有していないため、該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
又は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
日産東京販売
ホールディン
グス株式会社

東京都
品川区

13,752,067
グループ全
体の統括・
運営

(被所有)
直接53.8

当 社 商 品
(コンピュー
タ機器類)の
販売等

当 社 商 品
(コンピュー
タ機器類)の
販売等(注)２

434,145 売掛金 52,656

 

(注) １．上記金額のうち取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

コンピュータ機器類の販売については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
又は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
日産東京販売
ホールディン
グス株式会社

東京都
品川区

13,752,067
グループ全
体の統括・
運営

(被所有)
直接53.8

当 社 商 品
(コンピュー
タ機器類)の
販売等

当 社 商 品
(コンピュー
タ機器類)の
販売等(注)２

412,568 売掛金 56,026

 

(注) １．上記金額のうち取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

コンピュータ機器類の販売については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

日産東京販売ホールディングス株式会社(東京証券取引所に上場)
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(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 1,617円73銭 1,676円11銭

１株当たり当期純利益金額 318円60銭 107円59銭
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成25年10月１日付にて、普通株式１株につき100株の株式分割を実施しております。前事業年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定し

ております。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当期純利益(千円) 401,433 135,563

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 401,433 135,563

普通株式の期中平均株式数(株) 1,260,000 1,260,000
 

 

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,038,336 2,111,899

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 2,038,336 2,111,899

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数(株)

1,260,000 1,260,000
 

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

　建　物 71,193 394 ― 71,587 40,557 5,688 31,030

　工具、器具及び備品 258,100 41,637 9,588 290,150 205,210 33,953 84,939

　リース資産 18,715 170,436 ― 189,151 23,403 16,853 165,747

　建設仮勘定 12,127 20,600 27,514 5,213 ― ― 5,213

有形固定資産計 360,137 233,067 37,102 556,102 269,171 56,495 286,930

無形固定資産        

　ソフトウェア 230,846 12,959 4,951 238,855 185,058 24,827 53,796

　リース資産 14,214 ― ― 14,214 7,817 2,842 6,396

無形固定資産計 245,061 12,959 4,951 253,069 192,876 27,670 60,193

　長期前払費用 2,135 263,760 1,273 264,622 ― ― 264,622
 

(注)　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

工具、器具及び備品 江東 サーバー機器 26,525千円

 江東 ネットワーク機器 13,122千円

リース資産 江東 ホスティングサーバー 170,436千円

    
    
    
 

 

【社債明細表】

該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 6,860 59,836 5.8 ―

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

16,690 123,961 5.8
平成27年４月１日～
平成29年３月31日

その他有利子負債     

１年以内に返済予定の割賦未払金 5,460 617 5.1 ―

長期割賦未払金(１年以内に返済
予定のものを除く。)

1,490 873 5.1
平成27年４月１日～
平成28年７月31日

合計 30,502 185,288 ― ―
 

(注) １．「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務(１年以内に返済予定のものを除く)及びその他有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く)の

貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

リース債務 63,185 60,775 ― ―

長期割賦未払金 649 223 ― ―
 

 

【引当金明細表】

 

区　　分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 19,065 5,980 ― 140 24,905

賞与引当金 85,296 93,450 85,296 ― 93,450
 

(注) 　貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額が137千円及び債権の

回収による戻入額が３千円であります。

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

 

区　　分 金　　額(千円)

現　　金 1,103

預　　金  

当　座　預　金 16,192

普　通　預　金 1,098,517

別　段　預　金 186

小　　計 1,114,896

合　　計 1,115,999
 

 

ｂ　受取手形

イ　相手先別内訳

 

相　手　先 金　　額(千円)

カナエ工業株式会社 1,194

株式会社トープラ 944

株式会社アーレスティー 819

ニチアス株式会社 588

永大化工株式会社 119

合　　計 3,665
 

 

ロ　期日別内訳

 

期　　日 金　　額(千円)

平成26年４月 505

　　　　６月 1,965

　　　　７月 1,194

合　　計 3,665
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ｃ　売掛金

イ　相手先別内訳

 

相　手　先 金　　額(千円)

一般財団法人日本海事協会 113,968

興銀リース株式会社 91,353

日産自動車株式会社 69,354

ＮＯＫ株式会社 63,747

大東建託株式会社 60,266

その他 922,326

合　　計 1,321,017
 

 

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

 

1,350,721 6,768,184 6,797,889 1,321,017 83.7 72.0
 

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

 

ｄ　商　品

 

区　　分 金　　額(千円)

コンピュータ及び関連機器 61,313

ソフトウェア 26,316

その他 16,828

合　　計 104,458
 

 

ｅ　仕掛品

 

区　　分 金　　額(千円)

導入支援作業 5,776

受託開発費 1,000

その他 4,934

合　　計 11,710
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ｆ　貯蔵品

 

区　　分 金　　額(千円)

事務用品 194

合　　計 194
 

 

ｇ　長期前払費用

 

区　　分 金　　額(千円)

プログラム使用料 261,889

その他 2,732

合　　計 264,622
 

 

②　負債の部

ａ　買掛金

 

相　手　先 金　　額(千円)

株式会社日立システムズ 131,170

キヤノンＩＴソリューションズ株式会社 123,404

日本アイ・ビー・エム株式会社 73,271

ソフトバンクＢＢ株式会社 72,624

ダイワボウ情報システム株式会社 62,340

その他 368,913

合　　計 831,725
 

 

ｂ　前受金

 

相　手　先 金　　額(千円)

日産自動車株式会社 62,883

日本アイ・ビー・エム株式会社 39,457

株式会社日産フィナンシャルサービス 31,457

カルソニックカンセイ株式会社 19,270

新日鉄住金ソリューションズ株式会社 11,045

その他 123,558

合　　計 287,672
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ｃ　退職給付引当金

 

区　　分 金　　額(千円)

退職給付債務 272,295

合　　計 272,295
 

 

(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (千円) 1,194,298 2,610,826 4,391,355 6,410,889

税引前四半期
(当期)純利益金額

(千円) 21,575 118,382 131,003 252,213

四半期(当期)純利益
金額

(千円) 11,946 68,233 74,363 135,563

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 9.48 54.15 59.02 107.59
 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 9.48 44.67 4.86 48.57
 

(注)　当社は、平成25年10月１日付けで普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。当事業

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しておりま

す。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
(特別口座)
東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行います。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを
得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行います。
公告掲載ＵＲＬ
http://www.tcs-net.co.jp/ir/news/index.html

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注)　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株主数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第25期(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)　平成25年６月20日関東財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成25年６月20日関東財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書及び確認書

第26期第１四半期(自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日)　平成25年８月12日関東財務局長に提出

第26期第２四半期(自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日)　平成25年11月13日関東財務局長に提出

第26期第３四半期(自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日)　平成26年２月13日関東財務局長に提出

 

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づく

臨時報告書を平成25年６月20日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成26年６月18日

東京日産コンピュータシステム株式会社

取締役会　御中

　

アーク監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　三　　島　　徳　　朗　　㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　米　　倉　　礼　　二　　㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東京日産コンピュータシステム株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第26期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その

他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京日

産コンピュータシステム株式会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東京日産コンピュータシステ

ム株式会社の平成26年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、東京日産コンピュータシステム株式会社が平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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